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総説

福祉的就労において農福連携が果たす意義と役割

館山壮一＊§・宮城好郎＊＊

Significance and roles of agriculture and welfare cooperation in social employment

TATEYAMA Soichi＊§ and MIYAGI Yoshiro＊＊

要　旨

　この論文では近年、実践事例が蓄積されつつある農福連携について、障害者の農業分野での就労・雇

用の文脈でどのように位置づけられるのか、どのような革新を提供しうるのか、文献資料を基に明らか

にした。その結果、障害者雇用促進法と障害者総合支援法により障害者の就労支援が行われているもの

の、様々な理由により、一般雇用への転換の困難さや低い工賃などの課題を有しており、多様な支援が

模索されている現状が明らかとなった。そしてこれらの課題を解決に結びつける手がかりとして新たな

職域の拡大があげられた。業務を分解し、障害の特性に合わせた作業を担当することで多様な業務への

対応も可能となり、さらに高付加価値で労働集約的な果実栽培などとの連携が、課題解決の糸口になり

得ることが明らかになった。全面的な支援を擁する福祉的就労から、農業分野において障害者が雇用さ

れるように変化することで（狭義の農福連携）、支援を必要とする一般的就労、つまり福祉的就労から脱

却し保護雇用の段階に就労のレベルを底上げすることが可能となる潜在力を秘めていると指摘した。今

後、障害特性に合わせた個別対応が一般化すると考えられ、作業の細分化による業務の遂行が、工程の

細分化が行える農作業と適合しやすく、農福連携が福祉的就労に変化を与える可能性があるといえるだ

ろう。
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緒　言

　2012年障害者自立支援法が廃止され、より一

元的な支援体制の構築を意図した障害者総合支

援法が2013年から施行された。さらに2020年、

障害者雇用促進法が改正され、精神障害者の雇

用義務が生じるなど、障害者の就労・雇用に関連

する制度が近年大きく変化を遂げた。特に障害者

総合支援法は就労移行・継続支援等の根拠法であ

り、障害者雇用政策の基幹となる。

　我が国の福祉的就労の主要政策である就労移

行・継続支援の利用者は増加している。表1によ
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ると2019年時点で、就労移行支援は33,000人

台で停滞しているもののその他は増加している。

一般就労への移行者も2015年には11,928人で

あったものが21,919人に2倍近くへと増加して

いる。

　福祉的就労とは、明確な定義はないものの、広

義には一般就労での労働が困難で、福祉的な支援

を受けながら労働することと記述して、概ねの賛

同は得られるだろう。山田（2016）は福祉的就労

の用語の意味について論じており、「雇用されるこ

とが困難な障害者に対して、授産施設等の種々の

就労の場において、（一般）雇用に向けての必要な

訓練を行い、かつ、職業を与えること１」と定義し

ている。語の意味をそのように捉えるならば、訓

練を行い、一般的な雇用を目標とする点で本稿の

対象とする障害者２の就労は、より広義的な意味

の労働と捉えることができる。当然ながら福祉的

就労の対象となる人々は労働することにより、賃

金だけにとどまらず様々な効用を得て、義務を果

たすこととなる。国の政策的な面だけではなく、

労働することにより自立してそれぞれの自己実現

を達成することにつながるのである。

　福祉的就労は援助付きの雇用により最低賃金を

維持するべきであるという主張がある３。高木ら

は援助の程度により、福祉的就労、保護雇用、（一

般）雇用下での福祉的就業と段階を分け、福祉的

就労の中に保護雇用は含まれると指摘している。

保護雇用についても定義は存在しない４が、一般

的には「社会的支援を活用して障害者の労働参画

をはかる５」ものとあるように、少なくとも自立で

の就労が困難ながら、支援を得て労働することと

考えて差し支えないだろう。磯野（2015）が一般

就労と福祉的就労の間に社会的雇用があると指

摘するようにスペクトラム的な存在であると言え

よう。

　福祉的就労の利用者の中には、正規雇用化に至

らず、特に就労継続支援B型を利用し続ける利用

者も存在する。松井（2003）は、歴史の古い身体

障害関連施設では5年以上の長期利用者が全体の

約7割を占めていると指摘している。当然に介護

保険の対象となる年齢まで就労継続支援を利用す

る方々も存在していることが推測される。

　障害者雇用の課題のひとつに賃金があり６、

特に就労支援での賃金の低さが指摘されてい

る７。表２から確認すると、2015年でA型は月

額67,795円、2019年には78,975円と向上して

いるものの、時間あたりの換算では最低賃金に

遠く及ばない。B型は2015年では15,033円で、

2019年では16,369円と向上しているものの、同

様に最低賃金には遠く及ばない。労働基準法の見

地から、福祉的就労に労働法の適用を検討する等

の議論も存在する８ものの、未だ模索的な取り組

みが行われている状況で、確固たる仕組み等の成

立は見られない。

表1　就労移行・継続支援の利用者数

利用者数 （単位：人）

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

一般就労への移行者 11,928 13,517 14,845 19,963 21,919

就労移行支援 31,030 32,238 33,780 33,560 33,548

就労継続支援A型 57,527 66,025 69,037 70,015 72,197

就労継続支援B型 209,621 223,991 239,635 255,574 269,339

出所：�社会保障審議会障害者部会第113回（令和3年6月28日）資料、厚生労働省社会・援護局障害者保健福祉
部障害福祉課「障害者の就労支援について」より抜粋
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　障害者の賃金向上が可能とされる取り組みに

農福連携がある。契機となったのはＪＡ共済総合

研究所の濱田健治氏の取り組みといわれ、濱田

（2015）等に詳しい。一般的には農業部門での障

害者の雇用であり、高齢化し、不足した分の農業

の担い手を、作業を細分化し、それぞれが担当可

能な形で提供することで、障害者が補うという取

り組みである。農福連携により賃金が向上したと

いう事例も報告があり９、今後期待される取り組

みの一つである。

　行政でも農福連携に関して取り上げるなど、支

援を強化するように様々な施策が整えられ、期待

されている。例えば農山漁村振興交付金である。

農山漁村振興交付金は農山漁村における所得向上

や雇用増大を目的に実施されている助成金で、近

年、農福連携対策が盛り込まれるようになった。

　そこでこの研究では農福連携が福祉的就労の文

脈においてどのような位置づけにあるのか、障害

者の雇用形態にどのような変革をもたらしうるの

か検討する。具体的には障害者の雇用の政策的特

徴を捉えるとともに、障害者就労分野においてど

のような点が課題であり、変革の可能性があるの

か、農福連携がどのような意義を果たすのか、障

害者就労の先行研究を基に取組事例などを整理し

て明らかにする。

障害者就労支援等に係る法制度

　障害者の就労に関する研究では制度についての

分析・考察が多く、特に法律の不備や課題を指

摘する研究が散見される。大岡・菅野（2009）は

戦後の身体障害者雇用促進法から現在の障害者

自立支援法までの法律の変遷に着目し、近年では

教育・福祉分野の仕組みの改革も視野に入って

いるとしている。また、障害者雇用促進法につい

ては発達障害者への対応などが課題であるとして

いる。

　法的に障害者の就労は、「障害者の雇用の促進

等に関する法律」、いわゆる「障害者雇用促進法」

が、1960年に「身体障害者雇用促進法」として制

定されて以来、政策対象としての意味を持つよう

になった。雇用義務制度が設けられ、法定雇用率

が政策目標として利活用されるに至っている。

　一方、「障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律」、いわゆる「障害者総合

支援法」は、2005年に「障害者自立支援法」とし

て成立したもので、受益者負担を課し、それぞれ

の自立を意図した法律である。就労面においては

自立訓練及び、就労移行・継続・定着をそれぞれ

支援するものとして自立支援給付を目的に具体的

な仕組みづくりにまで踏み込んだ法律である。

　障害者の就労・雇用は、法の性質が異なってい

るとはいえ、この２つの法によって成立している

ことは間違いないだろう。障害者総合支援法は、

障害者それぞれが有する障害の特性を考慮した就

労を目指した法律で、障害者雇用促進法は、数値

的目標を設定し、雇用の義務化を明文化している

点で雇用側の法律であり、障害者の権利を意識し

た法律とはいえない１０。峰島・岡本（2012）にお

表2　就労支援の平均賃金・工賃の変化

平均賃金・工賃 （単位：円）

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

月額
A型 67,795 70,720 74,085 76,887 78,975

B型 15,033 15,295 15,603 16,118 16,369

出所：�社会保障審議会障害者部会第113回（令和3年6月28日）資料、厚生労働省社会・援護局障害者保健福祉
部障害福祉課「障害者の就労支援について」より抜粋
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いても同様に一般就労と福祉的就労の2つの体系

から法律が成り立っていると指摘されている。た

だし体系は2つ存在するとしても福祉的就労を分

けたことにより、一般就労への道が断たれた障

害者が「福祉的就労に停滞１１」する事態となり、そ

のことにより一般就労と福祉的就労に「乖離」（低

賃金など様々な課題）が生じていると指摘してい

る。この乖離を埋めるものとして社会的企業の利

活用や大企業への規制見直し等の検討が必要であ

るとも指摘している。また森口・久保（2007）が

指摘するように、我が国の障害者雇用制度の中心

を担ってきた雇用率制度が有する課題へ対応する

形で、期待を持って障害者自立支援法が成立した

ものの、十分と言える対応ではなく法自体も課題

を有しているといえる。

　就労支援への具体的な支援策は、一般企業へ

の就労が可能となるよう支援を行う就労移行支援

と、一般企業での就労が困難ではあるものの雇用

契約の形態を結ぶA型、雇用契約を結ばないB型

からなる。厚生労働省は移行支援事業の対象者を

「企業等への就労を希望する者」とし、A型の対象

者を「移行支援事業を利用したが、企業等の雇用

に結びつかなかった者、特別支援学校を卒業して

就職活動を行ったが、企業等の雇用に結びつかな

かった者」等を対象にしている１２。提示する方針

は就労移行支援が基本であり、その条件に合わな

かった者をA型の対象としていることから、A型、

B型を積極的に利用するという方針ではないこと

が理解できる。この点に関して森口・久保は法が

有する課題として指摘し、施設側の機能が明確に

された点は課題対応になりうるものの、受け入れ

側企業に変化を及ぼさない点は労働政策として不

十分であると指摘している。

　障害者雇用促進法の課題について土田（2017）

は2018年の改正を精神障害者が法定雇用率の対

象に加える改正内容となった点を取り上げてい

る。企業側の雇いやすさに重点が置かれているこ

とが課題であり、労働市場において障害者をどの

ように扱うかを議論することが焦点になると指摘

している。障害者の雇用数だけではなく、労働力

としての性格を考慮するならば、さらに労働から

得られるやりがいを享受することが本来的には、

第一に示すべき政策の方向性である。

　2013年の障害者雇用促進法の改正により、差

別禁止の原則が導入された。永野（2014）はこの

改正に触れ、差別禁止原則が導入された意義は

大きく、数的側面での判断基準である雇用率制

度からの脱却が図られる可能性があると指摘して

いる。しかし工藤（2008）は、改正前にアメリカ

の事例を検証し、「障害者差別禁止法のADA１３ が

あるアメリカではむしろ就業率の改善が見られな

い14」ことを指摘しており、差別禁止がどのよう

に作用するかは未知数の可能性があるといえるだ

ろう。

　江本（2014）は大企業と中小企業とでは障害者

雇用の状況が異なるとする研究を行っている。大

阪府の中小企業を対象にアンケートを行った上

で、割当雇用制度は運用次第で差別の是正につな

がる制度であるがそのためには受け入れ実習や定

期的な相談など具体的な手段の構築が必要ではな

いかと主張している。この点について大川・本多

（2018）は全国の就労移行支援事業所に人材育成

の課題等についてアンケート調査を行っており、

事業所の事業形態により人材育成の程度に違いが

確認されたと述べている。大川・本多は事業規模

や業務内容に合わせた取り組みの必要性を主張し

ているが、これはつまり現時点で人材育成の定式

化が行われていないとも主張できるもので、改善

の余地が存在することを示している。

　杉原（2008、2009）は法改正の観点から障害者

雇用施策の変遷を成立時にさかのぼって捉えてい

る。特に障害者自立支援法は「障害があっても働

くことを至上命題としている１５」ようにも受け止

められ、福祉的就労の主要な対象である障害者
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の意思が顧みられていない点や、障害者の労働

権が企業に依存して成立しているかの印象を与え

かねない点などの課題を主張している。同様の主

張は狩俣（2009）にも見られ、市場経済とは相容

れることが困難な条件下で共生を実現させるには

「個々の差異を埋める支援１６」が不可欠だと述べて

いる。

多様な支援の形態

　我が国の障害者雇用は身体障害者の雇用に端

を発している１７ため、リハビリテーションの観点

からなされた研究が散見される。例えば佐伯ら

（2017）はリハビリテーションの目標として社会

参加・就労があり、中途障害者の復職支援の現状

を整理している。

　その後、障害者雇用促進法の雇用率制度に知的

障害者が組み込まれたことで、知的障害者の雇用

に関する研究がなされてきた。例えば今野・霜田

（2006）は法整備前において知的障害者を積極的

に雇用する埼玉県S社の取り組みを紹介し、障害

への理解、本人の就労への意識付けなど具体的な

手段により障害者を雇用することで、継続した雇

用が可能ではないかと主張している。

　その後さらに、障害者雇用促進法の2018年の

改正により雇用義務に精神障害者が算定に組み

入れられることとなった。早野（2005）は早い段

階から精神障害者の就労について研究を行ってい

る。事例研究として精神障害者への面接調査を

行い、就労環境の改善を目的としたワークシェア

リングが有効である可能性を提示している。田上

（2019）は精神障害者の福祉的労働に対する利用

者の意識分析を行っており、A型事業所に所属す

る利用者は一般就労を行っているという意識が強

いと示している。

　障害者の支援には就労も含め多様な支援が模索

されている。近年ではより早い段階、すなわち特

別支援学校卒業後、移行的に就職が可能となるよ

うな取り組みが行われている。鈴木・前原（2021）

の研究では江戸川区立障害者就労支援センターの

取り組みを紹介している。職業と障害の程度との

マッチング状況を確認する目的で作られた「評価

キット」が特徴的であり、実際に作業を行ったう

えで、就職先で行われる業務との適格性の判定が

行われている。

　他に藤本（2019）は、「雇用以外の形で就労する

障害者への保護 」のあり方を検討している。労働

法の適用が議論されているものの、一律に労働法

が適用された場合の不利益も考慮すべきであり、

法の変更により障害者が顕著に影響を受ける可能

性があるため、先んじて条件を整えるべきである

と指摘している。

　支援の方法に関する研究を簡単ながら整理した

が、障害者の就労については障害の状況等により

大きく事情が異なるためより個別対応が求められ

るが、そういった対応のあり方に現時点で明確な

理論的裏付けがあるわけではなく試行錯誤的な取

り組みが行われているといえる。ただし障害の程

度に合わせて個別に支援することは、今後必須の

ものとなってくると考えられ、個別支援をいかに

効果的に取り入れていくか、その仕組み作りが障

害者の就労と、障害者の雇用の両立を行う上での

課題になるだろう。

就労継続支援が有する課題

　就労継続支援は一般的な会社組織での就労が困

難な人々が支援を得ながら、訓練を行うことによ

り、一般企業での生産活動に従事できることが理

念として掲げられており、長期間の利用が本来的

ではない。しかしながら、前述したように長期的

な利用が課題の一つとして掲げられ、障害者就労

の最善のシステムとまでは言えない現状がある。

そのうちの就労継続支援A型の課題について示し

た研究に伊藤（2010）がある。A型は法律上は保

護雇用と呼称できる内容であるものの、実態や運
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営面を考慮すると不十分であり、先進諸外国を参

照し、わが国はそのシステムを取り入れる発展途

上の段階にあると述べている。江本（2021）は適

切な訓練等を行わないA型事業所への行政による

対応が経営破綻や大量解雇を生じさせた事例を取

り上げ、A型事業所が機能を発揮できるような支

援が必要であり、地域への広報など地域連携の必

要性を提言している。また、木下（2019）は、工

場の下請けというルーティーンが崩れてしまった

事例を取り上げ、地域の農産物の生産等により一

般就労に近い賃金労働へシフトする可能性がある

と述べている。

　就労支援B型について木下（2010）はB型事

業所には居場所と就労の機能があるものの就労

の在り方には課題を有していると述べている１９。

利用者が有する生活課題を整理した研究に水谷

（2011）があり、事業整備、職員と組織文化の共有、

その発展継続が必要であると指摘している。一般

的なB型事業所が抱える課題について明らかにし

た研究に遠山（2016）がある。遠山はインタビュー

調査により事業所の課題を明らかにしたところ支

援を行いながらの業務の運営と、賃金をいかに向

上させるかを両立することだと指摘している。

　より実務的な課題解決の観点から賃金向上の事

例を対象にした研究に池田ら（2014）があり、商

品開発が成功した事業所の事例を分析している。

「工賃倍増5か年計画」、つまり事業所の低賃金の

改善に貢献した商品開発がなぜ可能であったの

かを示した研究である。山口・八重田（2020）も

同様に工賃の向上について検討している。岡本

（2016）は、工賃倍増5か年計画を取り上げ、そ

の現状と、特に工賃のあり方について論じている。

福祉的就労は賃金が低いとはいえ、行われている

作業の本質は、一般的な労働と大差なく、「工賃

の制度をそのままでの改善は限界がある２０」と指

摘し、工賃ではなく賃金と呼称し、福祉的就労で

はなく支援制度を用いた明確な雇用、すなわち保

護雇用政策へ明確な変換を行わなければならない

と主張している。

　先行研究から、就労支援の課題は、労働者とし

て障害者をいかに適切に処遇するかという点にあ

ると考えられる。事業者が委託した労働を委託料

の範囲で障害者に振り分け、作業・納品するとい

う仕組みのままでは低賃金から脱することは困難

であり、しかし障害に対して個別に対応する事も

求められるため、仕組みの変更を様々試行してい

くことが今後は求められるといえるだろう。

「新たな職域」について

　農福連携は障害者の就労先として農業を選択し

ているものであり、それは障害者就労の職域２１の

拡大とも言えるだろう。

　職域には、職業および担当職務の領域という２

種類の意味があり、ここではどちらの系統の職域

についても取り扱うが、農業部門での障害者の就

労という観点からは、新規の職種という意味での

職域が研究対象となる。清水ら（2005）は、特別

支援学校２２の進路指導の観点から新規就労先の可

能性を検討したものである。介護業務、事務補助

などが今後開拓が見込まれる可能性があり、より

広く行うには発想の転換が必要であろうと述べて

いる。山﨑ら（2018）の事例研究からは、職域そ

のものは拡大しているようであり、特別支援学校

卒業生の就職先に電気工事業や、菓子製造、調理

補助、倉庫での梱包、野菜の栽培などの項目が確

認できる。

　しかしながら新規の職種開拓という点で、多様

な取り組みが行われているとはいえない状況で、

職場内の担当領域の拡大という観点からの研究が

少数存在するのみである。例えば、西口ら（1995）

は主に身体障害者の職場定着支援の観点から、作

業環境の改善により職場での対応可能業務の拡大

手順を検討したものである。知的障害者等を対象

にした研究ではないものの、対応可能な業務を拡
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大するため、個人の障害の程度を把握し、状態に

適した作業を割り当てる等、参考にできる手法で

あろう。他に高橋ら（2009）があり、同一法人内

での新規事業開拓という点について述べられてい

る点が興味深い。食品加工という単一の部門にお

いても作業工程の手順を詳細に分化した場合に工

程そのものはきわめて多様であり、製品を作るう

えで一つ一つの作業は単純といえどもそれらを組

み合わせて複雑な工程が成立していることを考え

れば、何か一つの作業に特化することで作業効率

の向上、適材適所な作業の割り当てが可能となる

場合もあるといえる。

　この点に関し中本・澤野（2020）は、障害者の

農業分野への就労で先進的な事例として先駆的な

園を対象に、農業生産工程管理（GAP）を取り入

れることで、職場内での担当職域が拡大し、一部

門においては労働時間が８倍に拡大したと報告し

ている。作業手順の細分化が重要であるという点

については、片倉ら（2007）も指摘しており、現

時点では一般セオリーとして定着しているといえ

るだろう。

　障害者の新規就職先開拓という意味での職域の

拡大については、障害者雇用支援法において知的

障害者が雇用義務対象となってから、明確に議論

されている状況ではなく、今後の試行錯誤が課題

となるだろう。

　また、農福連携は障害者が就労し、賃金を獲得

していく仕組みを変更する可能性を有していると

もいえるだろう。オートメーションが困難でなお

かつ商品単価が高いという点で、果実栽培・収穫

等もその可能性を担っている。作業工程を細分化

し、障害の特性に適した作業を割り当てることが

できれば、一人一人で複数の作業を担うことは困

難でも、複数人での作業分担が可能であれば規模

の利益を獲得することも不可能ではない。

農福連携以前の農業と福祉

　障害者の新規就労先としての農業という試みは

農福連携という語が提唱される以前から模索され

ていた。障害者の農業分野での就労はそのものが

新規性のあるものではなく、大澤（2009a）は、現

時点の2021年から35年前の1986年から障害者

を農業分野（正確には酪農分野）で雇用している

奈良県の植村牧場の事例分析を行っている。事例

分析からは、対象である組織が「福祉事業体」と

経営「企業体」としての両面を有しているからこ

そ事業の継続が成り立っていると述べている。こ

れは今後、農業分野で障害者を雇用する際に有益

な考え方になるだろう。

　牛野ら（2007）は、障害者が労働者として関連

する4つの農家・農園の事例から就農形態を類型

化している。また2004年に行われた農村生活総

合研究センターによる調査から、知的障害者の作

業種目に農耕を挙げている社会就労センターは全

国で444施設あると示しており２３、当時でも農業

分野での障害者の就労そのものは行われているこ

とが確認できる。牛野らが行った自記式質問紙調

査の結果から障害者雇用の課題として、即戦力と

はならないこと、得意不得意による作業能率の差

が大きいこと、出荷規格への適応が困難であるこ

となどがあげられ、また「前例がない、事例を見

聞きしたことがない２４」という指摘が多く挙げら

れたと示している点や「施設職員は、農業は障害

者に向いていると評価していることが分かった。

しかしその一方で、農業での就職は他の産業より

難しいとする意見が多く２５」とも示されている点

は興味深く、障害者雇用が進展しにくい事の核心

の一つと言えるだろう。そして、農福連携がこの

ような課題への直接的な解決策を示しているとい

うことが推測できる。同様に障害者の農業分野で

の就労における課題を明確化した研究に安中ら

（2009）がある。安中らは就労のタイプを１農業
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法人等が障害者を雇用する、２農業法人等が訓練

の場を提供する・福祉施設に農作業を委託する、

３特例子会社が農場を開設する、４福祉施設が農

業活動を行うに分類し、それぞれの課題を抽出し

ている。つまり障害者の農業分野での就労が有す

る課題を細分化し、対応を具体的に示している研

究である。

　片倉ら（2007）は農業経営の観点から障害者を

雇用する際の現状を明らかにしている。調査対象

として自治体レベルで1990年から農業分野での

障害者雇用支援を横浜市障害者農業就労援助事

業２６として行っている横浜市、及び静岡県、岐阜

県の10の農業経営体や組織を選定し、聞き取り

調査を実施した結果、「安価な労働力である反面

（中略）労務管理にコストがかかる２７」ことや「公

的支援は自営業である農業経営体には利用しにく

い面がある２８」こと、「作業工程の調整や作業指導

方法を工夫したり、障害者ができる仕事の範囲を

拡大して２９」対応していることが明らかになった

としている。

　濱田（2010）は障害者雇用をより詳細に類型化

し、農家の経営的安定性を支える農業協同組合

（ＪＡ）が介在し、ＪＡの有する販売ルートや大規

模な系統組織を生かすことでより障害者の雇用・

就労が円滑に行えると指摘している。また、農業

部門での障害者を雇用したビジネスモデルの構築

を行っており３０、多様な研究に深化しつつあるこ

とが確認できるだろう。

　農業を中心に据えることで、就労継続支援A

型・B型の種別にとらわれることなく、中心的労

働力として障害者の就労が可能となる道が開けつ

つある可能性が示唆される。このことはつまり、

福祉的な支援からの脱却であり、農業分野での就

労が、賃金的にも一般就労と差がなくなる可能性

を秘めていると指摘できる。就労継続支援が目指

している理想的な就労・雇用の形態が示されるの

である。

結　論

　この論文では、障害者就労にかかわる法制度、

多様な支援方法（就労継続支援A型B型）、農作業

分野での障害者の就労・雇用について研究を概観

してきた。法制度や支援については、雇用率制度

のメリット・デメリットが浮き彫りになり、雇用

する側への補助・支援という視点でのみ語られる

点が大きな課題であった。障害者総合支援法につ

いては、就労移行支援等の支援策が、支援を活用

した一般就労（保護雇用）とは現実的に結びつい

ておらず、福祉的就労からの脱却が課題であった。

今後は、障害者雇用促進法と障害者総合支援法を

さらに融合した新法の制定なども視野に入れた政

策展開が期待される。また、障害者が就労する点

に関しては未だ試行錯誤的段階を脱してはいない

ものの、連携のあり方など、課題も明らかになり

つつあり、今後明確な戦略をもって語られるべき

である。

　福祉的就労からの脱却については、農業分野に

おいて障害者が雇用されることで、それが図られ

る可能性を有しているといえるだろう。今後、障

害者への個別対応が必須となっていくと考えら

れ、作業の細分化による業務の遂行はその流れと

整合的であり、農作業への期待が高まるといえる。

また、農作業の導入により賃金の上昇が確認され

るなど、これまでの障害者就労支援で課題であっ

たことのいくつかは解決されている。研究は事例

を取り上げるものが多く、実践段階であり、理論

化が待たれる段階である。農福連携は直接的には、

就労継続支援B型の賃金上昇に貢献するものであ

るが、A型事業所においても取組事例があり、試

行錯誤的な現状ながら今後の研究の深化が待たれ

るものである。

　また、基本的に土地と切り離せない農作業が

中心の労働であり、地域との連携をいかにスムー

ズに行うか、どのように行うかについても研究が
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なされるべきであろう。高齢化し、人手不足が課

題である点は農作業も農村集落も同じであり、高

齢化を支援することにも活路を見出せる可能性が

ある。

　さらに、持続可能な社会という潮流の中、就労

先である企業体の経営分析にまで及んだ研究は

ごく少数である点も重要な争点の一つになるだろ

う。経営的視点を取り入れ、賃金・工賃の向上を

いかに目指すかが、今後の障害者の自立の基盤と

して求められるだろう。さらに、今後主流となる

可能性のある農作業分野での障害者の就労支援を

いかに適切に支援するか、一過性の潮流で終わら

せてはならないテーマであり、実践・研究の両面

ともに活性化が求められる。

　福祉はすそ野が広く、また農も日本の文化とは

不可分の存在であることから、多様な存在を受け

入れることが可能となったために、農業と福祉の

連携がなしえたことは確かでありこの点に、問題

解決の糸口が見えているといえるのではないだろ

うか。

注　記

1	 山田（2016）p.181

2	 本稿では障害者の呼称について、（村上・松原

（1997））にならい障害者を、障害を持たれる

方々、健常者を障害を持たない方々とすべき

とも考えたが、障害を持っていることを、む

しろ良くない事や悪い事のように捉えている

とも受け止められる表記であるとも考えた。

我々は誰しもが社会に適合しにくい能力、障

害を持っているものであり、全知的で万能な、

理想的な能力には程遠い部分がある。本来な

らば障害とは単なる能力差に過ぎないはずで

あり、それをむしろ特別視し隔てること、差

を設けることが差別の根源ともなりうるもの

で、そもそも呼称を設けるべきではないはず

である。しかしながら実際上、表記せねばな

らない事情があるため、一般的な「障害者」と

いう呼称を用いる。障害の害をひらがなにす

べきという意見もあるがそれは単なる言葉狩

りのような印象を与えかねないため、法律上

の表記にも用いられる漢字の障害者という呼

称を用いる。

3	 高木ら（2017）

4	 上掲書

5	 上掲書p.163

6	 山村（2015）

7	 山口・八重田（2020）、池田（2018）他

8	 安井（2005）

9	 澤野（2018）、福間（2016）等があり、澤野は

ブルーベリーなど高付加価値商品の栽培が工

賃の向上に貢献したと述べ、福間はそれ以外

に作物の使いきりによる経費削減や固定客の

獲得等が農業での事業性の改善につながると

指摘している。

10	土田（2017）

11	峰島・岡本（2012）p.200

12	厚生労働省HP障害福祉サービス等 https://

www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/

hukushi_kaigo/shougaishahukushi/service/

naiyou.html

13	Americans with Disabilities Act of 1990　

アメリカで運用されている、障害者の差別を

禁止する連邦法

14	永野（2014）p.4

15	杉原（2008、2009）p.92

16	狩俣（2009）p.34

17	高橋ら（2009）p.143他にあるように、障害者

雇用促進法の前身である身体障害者雇用促進

法が昭和35年に制定され、知的障害、精神障

害が順次追加されていった経緯を根拠として

いる。

18	藤本（2019）p.59
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19	居場所については鴨野直樹（2020）も指摘し

ている。

20	岡本（2016）p.33

21	ただし本論では多様で新規的な職種という意

味と、職場内での多様な作業という意味で広

域的に捉える。

22	本文では知的障害養護学校

23	資料の入手が不可能であり、2次引用となる。

24	牛野ら（2007）p.561

25	上掲書（2007）

26	大澤（2009b）

27	片倉ら（2007）p.82

28	上掲書

29	上掲書

30	濱田（2010）
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